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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本論の課題は、在中日系企業の事例調査に即し、日本の労働経済の研究成果に鑑みて、日系企業
の労務管理の変容について検討し、現地の状況に合わせた取り組みについての状況を明らかにするこ
とにある。 
序章では、この課題設定の背景を含め、本論で使用した用語概念、研究視角および研究方法を説明
し、実際の分析方法や分析対象企業を示した。本論における労務管理の分析では、第一に企業規模・
業種別の検討、第二に職場(仕事のあり方)と関連させた分析、第三に動態的に労務管理を捉える、と
いう 3 点の視角を提示した。 
第 1 章は、序章で提起した分析視角や分析方法の設定プロセスについて詳細に示すことにした。
先行研究の問題点から新たな分析視角および分析方法の必要性を認識し、日本の労働問題研究を参考
に分析視角を設定し、研究方法の妥当性についても検討した。 
こうした分析視角に基づき、第 2 章では、TA 社のような労働集約的な業種で、電子部品・PC 周
辺機器を組み立てる単純作業をメインに、生産変動が激しい職場での労務管理がどのような形で行わ
れているのかに焦点を絞って論じた。TA 社では如何にして変動する生産量に柔軟に対応するかとと
もに、労働コストを如何にして低位に抑制して労働生産性を向上させるかという、二重の課題を達成
する生産システムが求められていた。このような課題を解消する為に、TA 社では｢セル生産方式｣を
導入したのである。｢セル生産方式｣を通じて、柔軟性と生産性向上を同時に求めようとする電子部品
組立メーカーは TA 社以外にも多く、その実態について検証した。 
第 3 章では、BB 社における技術・技能集約的な職場で、具体的にはカラーブラウン管、CRT の
製造をメインとし、かつ熟練労働者を必要とする職場において、労務管理がどのように改善されてい
るのかを分析の焦点とした。BB 社では、当初｢年功的労務管理｣が導入されたが、変化しつつある労
働市場との乖離が大きくなっているため、労働市場の変化に対応し得る労務管理が求められた。この
ため、BB 社では｢成果重視｣の給与制度、｢実力重視｣の昇進制度の徹底、さらに中国国有企業で実施
された｢幹部招聘制｣を取り入れるなど、｢労務管理の柔軟化｣が進められた。本章ではこのような BB
社の労務管理の変化のあり方について検討した。 
第 4 章では、広州本田の成長要因を分析する上で、生産業務に従事する従業員の育成・確保が肝
要な研究テーマである。労務管理と生産システムとの関連において、広州本田における労務管理の特
徴および課題を事例調査に即して検討した。広州本田は広州プジョー時代の工場を継続し部分的な改
修や改善を施して再利用したため、工場は日本や他の海外では見られない、小型車と中高型車の組立
ラインが一本に集約された｢一本化生産ライン｣体制となっていた。本論では、こうした状況の下で、
同社の生産ラインに従事する従業員の育成や確保は、どのような労務管理によって可能となったのか
について分析した。このほか、調査の結果、新たに｢資格制度｣が労務管理に組み込まれるなど、新た
な制度が導入された状況を生産システムとの関連から検討した。 
最後に、終章では、本論の分析結果を総括し、調査対象企業の近年の動向や今後の課題について述
べている。 
 
 論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文の特徴と意義をまとめると次のようになる。第一に、研究手法として企業規模、生産システ
ムと労働編成との関連、そのもとで求められる熟練の形成と賃金体系との関連など、労務管理研究史
で重視される視角を整理することを通じて、在中日系企業分析の新しいフレームワークを示した点が
評価される。アンケート調査に基づく研究が主流をなすなかで、長期にわたる現地企業での詳細なイ
ンタビュー調査と膨大な第一次資料を冷静に観察・分析する手法を取り入れた。このことが本論文の
説得力をきわめて高いものにした。 
第二に、在中日系企業の労務管理にはいくつかの類型があることを明らかにした。すなわち、日系
企業のなかにあっても、下請部品企業と大手総合機械メーカーとでは、労務管理が意図する目的がま
ったく異なるということであった。労務管理分析は、企業規模、生産技術体系そして労働編成を踏ま
えなければ実態解明はできないとした点が説得的である。 
第三に、労務管理における日本的なものは再編を重ねながらも受容されていることが明らかにされ
た。年功賃金は現地企業に適合しないというのが通説であるが、高度な熟練を必要とする職場におい
ては賃金体系のなかに年功賃金的要素が一定程度含まれ定着しているとの指摘は興味深いものであ
った。実証的な分析手続きを踏まえることで、経験に基づく熟練形成・多能工化と年功賃金との間の
相互規定的関係は、現地企業においても存在するという結論が導かれた。 
第四に、日系企業の労務管理は様々な形で現地化を進め、ダイナミックに変化してきたことがリア
ルに描き出されている。都市労働者と異なる雇用形態で農民工を採用することによって労働編成を柔
軟化させていく方式もあれば、農民工と都市労働者との差別処遇をなくしてモラルを高めていく方式
もあった。中国の国有企業の新たな人事管理制度を部分的に導入する方式も存在すれば、資格等級格
差を大きく開ける形で「年功的資格制度」を再編していく方式もある。かくして、「日本的労務管理」
はそのまま定着するのではなく、現地化と結び付いて変形され再編されていると結論づけられた。 
最後に、本論文の問題点と今後の課題について触れておきたい。一つは、日本労務管理研究史の整
理にあたって、企業内福利厚生制度が労務管理の重要な要素であり、これに関する研究文献も多いが、
本論文においてほとんど取り上げられなかった点に関わる。本論文の分析的観点は、企業規模、生産
技術体系そして労働編成からのアプローチで終始一貫したものである。しかし、日本の企業の福利厚
生制度が労務管理のなかに一定の重要性を占めていることを考えれば、日系企業においてもこれにつ
いての分析が必要であったかもしれない。これへの言及を含めることで、日系企業労務管理の全体像
がさらに充実した分析となっただろう。 
いま一つは、日系企業の特質を明かにするには、他の外資系企業または現地企業との比較が必要で
あるが、本論文では国際比較の視角が弱い点である。 
さらに、労務管理の日本的方式と現地の方式との融合が実態分析において取り上げられたが、その
融合はどのような含意をもつのか、新しい管理方式の形成につながるのかどうかについて、分析は充
分ではなかった。これらの点が、今後の研究課題として残されている。 
以上のように、いくつか課題があるが、在中日系企業労務管理の諸類型を明らかにしつつ、そのダ
イナミックな変容過程を現地化との関連において分析した本論文は、論理構成と実証分析の的確さ、
そして論点のユニークさにおいて大いに評価されうるものである。 
2011年７月 5日 15時～17時に主査、副査の 3名の出席のもとに、公聴会および口頭試問を実施し
た。公聴会での発表および質疑応答は明瞭かつ適切であった。また口頭試問においても、質疑事項に
対する応答は的確かつ説得的なものであった。最後にいくつかのコメントが提示され、今後の研究課
題を確認することができた。 
審査委員会では、以上の審査内容を総合的に検討した結果、上記論文は博士（経済学）の学位に十
分値する業績であると判断し、同学位を授与するとの結論を得た。 
 
